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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入射光を光の進行方向に散乱可能な光散乱フィルムであって、
　互いに屈折率が０．００１以上異なる連続相と粒子状分散相とで構成されており、
　分散相粒子の平均アスペクト比が５～５００であり、
　分散相粒子の短軸の平均長さが０．１～１０μｍであり、
　前記連続相が融点又はガラス転移温度が１３０～２８０℃である結晶性ポリプロピレン
系樹脂で構成され、
　前記分散相がアクリル系樹脂、スチレン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹
脂、及びポリカーボネート系樹脂からなる群から選択された少なくとも一種で構成され、
かつ
　散乱角θと散乱光強度Ｆとの関係を示す散乱特性Ｆ（θ）において、フィルムのＸ軸方
向の散乱特性をＦｘ（θ）、Ｙ軸方向の散乱特性をＦｙ（θ）としたとき、θ＝２～３０
゜の範囲で、Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）が１５～５００である異方性光散乱フィルム。
【請求項２】
　分散相粒子の長軸方向がフィルムのＸ軸方向に配向している請求項１記載の異方性光散
乱フィルム。
【請求項３】
　分散相が非晶性ポリエステル系樹脂で構成されている請求項１記載の異方性光散乱フイ
ルム。
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【請求項４】
　さらに相溶化剤を含有する請求項１記載の異方性光散乱フィルム。
【請求項５】
　相溶化剤がエポキシ化ジエン系ブロック共重合体である請求項４記載の異方性光散乱フ
ィルム。
【請求項６】
　相溶化剤が、共役ジエンブロック又はその部分水素添加ブロックと、芳香族ビニルブロ
ックとで構成されたブロック共重合体であって、前記共役ジエンブロックの二重結合の一
部又は全部がエポキシ化されている請求項４記載の異方性光散乱フィルム。
【請求項７】
　連続相と分散相との割合が、連続相／分散相＝９９／１～５０／５０（重量比）である
請求項１記載の異方性光散乱フィルム。
【請求項８】
　連続相を構成する結晶性ポリプロピレン系樹脂と、分散相を構成する非晶性コポリエス
テル系樹脂と、相溶化剤を構成するエポキシ化ジエン系ブロック共重合体とを含み、連続
相と分散相との割合が、前者／後者＝９９／１～５０／５０（重量比）であり、分散相と
相溶化剤との割合が、前者／後者＝９９／１～５０／５０（重量比）である請求項５記載
の異方性光散乱フィルム。
【請求項９】
　フィルム表面に、フィルムのＸ軸方向に延びる凹凸部が形成されている請求項１記載の
異方性光散乱フィルム。
【請求項１０】
　連続相を構成する樹脂と分散相を構成する樹脂とを溶融混練して押出し、ドローしなが
ら製膜する請求項１記載の異方性光散乱フィルムの製造方法。
【請求項１１】
　連続相を構成する樹脂と分散相を構成する樹脂とを溶融混練して押出し、固化したフィ
ルムを１軸延伸する請求項１記載の異方性光散乱フィルムの製造方法。
【請求項１２】
　ロール圧延によりフィルムを一軸延伸する請求項１１記載の異方性光散乱フィルムの製
造方法。
【請求項１３】
　分散相樹脂の融点又はガラス転移温度以上の温度で延伸する請求項１１記載の製造方法
。
【請求項１４】
　表示モジュールと、この表示モジュールの背面に配設されかつ前記モジュールに光を照
射するための管状の投光手段と、この投光手段よりも前方に配設された請求項１に記載の
異方性光散乱フィルムとで構成された表示装置であって、前記投光手段の長手方向にＸ軸
方向を向けて異方性光散乱フィルムが配設されている表示装置。
【請求項１５】
　表示モジュールが透過型液晶表示モジュールである請求項１４記載の表示装置。
【請求項１６】
　反射型液晶表示モジュールの光路に請求項１記載の異方性光散乱フィルムが配設されて
いる反射型液晶表示装置。
【請求項１７】
　請求項１記載の異方性光散乱フィルムで構成されているプロジェクションテレビ用レン
チキュラーレンズ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、表示装置（面型表示装置）を均一発光させるのに有用な異方性光散乱フィルム
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、その製造方法及び前記フィルムを用いた表示装置に関する。より詳細には、透過型又は
反射型液晶表示装置やプロジェクションテレビに有用な異方性光散乱フィルムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
液晶表示装置などの面型表示装置（照明装置）としては、例えば、液晶表示モジュールの
背面に光反射層を形成し、フロント面から入射した光を光反射層で反射する反射型の表示
装置が知られている。また、液晶表示モジュールの背面又は側方に蛍光管を配設したバッ
クライト型（透過型）の表示装置が知られている。なお、側方に蛍光管を配設する場合、
側方からの蛍光管の光を正面方向に出射するための導光板が、液晶表示モジュールの裏面
に配設されている（特開平１０－３３３１４１号公報）。
【０００３】
しかし、このような液晶表示装置では、表示画像の均一性が低い場合がある。例えば、前
記特開平１０－３３３１４１号公報に記載の表示装置を用いると、この公報の図１４、図
１５及び図１６から明らかなように、蛍光管の長手方向に対して直交する方向においては
、輝度分布が不均一であり、輝度が大きくばらつく。
【０００４】
そのため、蛍光管からの光や、光反射層で反射した光を拡散して輝度を均一化するための
光散乱フィルム（拡散フィルム）が用いられることが多い。光散乱フィルムとしては、透
明で耐熱性の高いポリカーボネートフィルムやポリエステルフィルムをベースとして、こ
れらのフィルムに屈折性微粒子（樹脂ビーズ）や透光性無機微粒子をコーティング又は含
有させた光散乱フィルムが使用されている。
【０００５】
これら光散乱フィルムは、近年、バックライト型液晶表示装置のバックライト用光散乱フ
ィルムとして需要が高まってきている。バックライト用光散乱フィルムは、通常、バック
ライト（冷陰極管）と液晶層との間に設けられ、冷陰極管から発射した光を均一化する。
しかし、光散乱が大き過ぎると、十分な発光輝度が得られない。そこで、光散乱フィルム
（拡散板）と液晶層との間にプリズムレンズなどの光学素子を設けて、拡散光を屈折させ
、光を液晶表示面に垂直に入射させることにより、輝度を向上させている。
【０００６】
例えば、拡散板を備えた面型表示装置（すなわち、画像表示領域がフラット（平面）な表
示装置）（平面型表示装置）として、図４に示されるような装置が知られている。この装
置は、面型表示モジュール４５（特に透過型液晶表示モジュール）と、このモジュールを
背面側から照明するための単数又は複数の蛍光放電管（冷陰極管）４１とを有している。
前記蛍光放電管４１の背面側には背面方向への光を反射するための反射板４２が配設され
、蛍光放電管４１とモジュール４５との間には光を拡散してモジュール４５を均一に照明
するための拡散板４３が配設され、前記拡散板４３のモジュール側にはプリズムシート４
４が積層されている。この面型表示モジュール４５は、液晶表示モジュールの場合、第１
の偏光フィルム４６ａ、第１のガラス基板４７ａ、このガラス基板に形成された第１の電
極４８ａ、この電極上に積層された第１の配向膜４９ａ、液晶層５０、第２の配向膜４９
ｂ、第２の電極４８ｂ、カラーフィルター５１、第２のガラス基板４７ｂ、および第２の
偏光フィルム４６ｂを順次積層することにより形成されている。このような表示装置では
、内蔵された蛍光管（冷陰極管）４１により表示モジュールを背面から直接照射できる。
しかし、拡散板（光散乱フィルム）を用いても、蛍光管の長手方向の発光分布（輝度分布
）は均一であるものの、前記長手方向と直交する方向には発光分布のむらが生じ、縞模様
が観測される場合がある。
【０００７】
また、導光板を用いる装置は、例えば、図４の面型表示装置において、バックライト部分
に、図５に示されるバックライトユニットを用いることにより構成できる。このバックラ
イトユニットは、蛍光管（冷陰極管）５１と、この蛍光管に平行する反射基材５５とを備
えており、蛍光間からの光射出方向には、上部に拡散板５３が配設され、下部に反射板５
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２を備えた導光板５４が配設されている。なお、前記導光板５４の下部は傾斜しており、
蛍光間からの光を上部方向に反射可能である。導光板の上部方向から射出した光は、前記
拡散板５３で拡散された後、この拡散板に積層されている面型表示モジュール（図示せず
）に入射する。
【０００８】
このようなバックライトユニットを用いると、前記図４のバックライトユニットに比べ、
一見したところ均一に面発光可能であるように見えるが、発光分布状態を細部に亘って調
べると未だ不均一である。すなわち、図６及び図７に示されるように、蛍光管（冷陰極管
）５１の長手（軸）方向（ｘ方向）の発光分布（輝度分布）は、図４の装置同様、少ない
ものの、前記ｘ方向と直交するｙ方向への蛍光管（冷陰極管）の光は、反射板５２により
、反射を繰り返しながらｘｙ平面と直交するｚ方向（液晶表示モジュールが配設されてい
る方向）に向かうため、ｙ方向の発光分布（輝度分布）に、未だむらが生じ（ギザギザ状
）、均一性が不十分である。
【０００９】
このように、通常のバックライト型表示装置においては、蛍光管の長手方向（Ｘ方向）に
直交する方向の発光分布（輝度分布）が不均一であり、発光分布に縞状の方向性（線状暗
部）が生じる。また、微粒子を含有する光散乱フィルムを用いても、このフィルムは光散
乱性が等方性であるため、特定の方向（蛍光管の配設方向、縞方向、Ｘ方向）の輝度を必
要以上に低下させる。
【００１０】
また、特開平１１－１４２８４３号公報には、導光板の表面に光を散乱するためのドット
パターンを、光源に直交して列状に形成することが記載されている。しかし、この装置を
用いても、蛍光管の配設方向に線状暗部（縞模様）が観測される。
【００１１】
特開平７－２６１１７１号公報には、一対のガラス基板と、これらガラス基板の対向面に
形成された電極と、これらの電極間に封入された液晶と、前記一対のガラス基板のうち外
側表面に積層された偏光フィルムとを備えた反射型液晶表示装置であって、前記偏光フィ
ルム表面に、屈折率の異なる２種以上の樹脂を互いに相分離状態で混合分散させた光散乱
層を設けた反射型液晶表示装置が開示されている。この文献には、二種以上の樹脂を溶剤
中で混合して偏光フィルムに塗布又は印刷し、光散乱層を形成することが記載されている
。
【００１２】
さらに、反射型液晶表示装置（又は反射型液晶表示モジュール）として、図８に示す装置
（又はモジュール）も知られている。すなわち、この反射型表示モジュールは、一対のガ
ラス基板８１ａ，８１ｂと、このガラス基板の対向面に形成された電極８２ａ，８２ｂと
、一対の電極間に介在する液晶８７とを備えており、バック側のガラス基板８１ａに形成
された電極８２ａは、光反射性を有する画素電極を構成し、フロント側のガラス基板８１
ｂと電極８２ｂとの間にはカラーフィルタ８４が介在している。さらに、フロント側のガ
ラス基板８１ｂのフロント面には、偏光層８５を介して位相差層８６が積層されている。
そして、このような反射型液晶表示モジュールでは、フロント面（位相差相８６のフロン
ト面）に拡散板８３が積層され、反射型液晶表示装置を構成している。反射型液晶表示装
置では、１つの偏光層８５が液晶セルのフロント側に位置しているため、ランプ内蔵型の
透過型表装置（バックライト型液晶表示装置）と異なり、装置のフロント面から入射する
入射光（外光）は、前記拡散板８３で拡散されて液晶セル内に入射するとともに、液晶セ
ル内の反射性電極（反射板）８２ａにより反射され、拡散板８３を通じて拡散される。こ
のため、ランプ（ライト）を装備することなく、外光を利用して輝度を低下させることな
く、表示モジュールによる表示データをどの角度からも鮮明に視認できる。
【００１３】
しかし、反射型液晶表示装置では、拡散板の光拡散能が大き過ぎると、入射光と反射光と
が拡散板で大きく乱反射されるため、表示データの鮮明性が低下する場合がある。
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【００１４】
一方、特開平４－３１４５２２号公報には、透明マトリックス中に、異方的形状を有し、
かつこの透明マトリックスと異なる屈折率の透明物質が、秩序よく互いに平行移動した位
置関係で、均質に分散している異方的光散乱材料が記載されている。この文献には、異方
的形状の透明物質の粒子径が、０．５～７０μｍを有し、アスペクト比が１０以上、好ま
しくは１５～３０である異方的光散乱材料が、プロジェクションテレビのスクリーン用レ
ンチキュラーレンズとして有用であることが開示されている。さらに、透明マトリックス
樹脂としての低融点の低密度ポリエチレンと、透明物質としてのポリスチレンやスチレン
－アクリロニトリル共重合体とを混練し、生成した樹脂組成物を押出し、押し出されたシ
ート状の溶融樹脂を押出し方向に強く引き取り延伸をかけながら冷却する方法により、ア
スペクト比約１０～２５、短軸径約１～２μｍの光散乱性フィルムを製造している。
【００１５】
しかし、この異方的光散乱材料を前記バックライト型表示装置に適用しても発光分布の均
一性が不十分である。また、この異方的光散乱材料の耐熱性も不十分である。
【００１６】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、輝度の低下を抑制し、高い精度で均一に面発光可能な異方性光
散乱フィルム、その製造方法及び前記フィルムを用いた表示装置（特に、液晶表示装置）
を提供することにある。
【００１７】
本発明の他の目的は、光源からの発光分布（輝度分布）に異方性があっても、簡便に均一
な面発光できる異方性光散乱フィルム、その製造方法及び前記フィルムを用いた表示装置
（特に液晶表示装置）を提供することにある。
【００１８】
本発明のさらに他の目的は、透明性が高いにも拘わらず、光散乱の異方性にも優れている
異方性光散乱フィルム、その製造方法及び前記フィルムを用いた表示装置（特に、透過型
液晶表示装置）を提供することにある。
【００１９】
本発明の別の目的は、表示データの鮮明性を維持でき、表示指向性の強い反射型液晶表示
装置を提供することにある。
【００２０】
本発明のさらに別の目的は、光散乱の異方性や耐熱性に優れているレンチキュラーレンズ
を提供することにある。
【００２１】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、発光分布の異方性（方向性）
がある投光手段と光拡散フィルムとを備えた液晶表示装置において、散乱角θ＝４～３０
゜において、フィルムの一方の方向の光散乱特性Ｆｘ（θ）と、この方向と直交する方向
の光散乱特性Ｆｙ（θ）との割合が、出射光の輝度分布の均一化に大きな影響を与えるこ
と、散乱角θ＝４～３０゜においてＦｙ（θ）／Ｆｘ（θ）＞５であると、表示画像の輝
度を低下させることなく、輝度分布を均一化できることを見いだし、本発明を完成した。
【００２２】
すなわち、本発明の異方性光散乱フィルムは、入射光を光の進行方向に散乱可能であり、
散乱角θと散乱光強度Ｆとの関係を示す散乱特性Ｆ（θ）において、フィルムのＸ軸方向
の散乱特性をＦｘ（θ）、Ｙ軸方向の散乱特性をＦｙ（θ）とするとき、θ＝４～３０゜
の範囲で下記式を充足している。
【００２３】
Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）＞５
このフィルムは、互いに屈折率が０．００１以上異なる連続相と粒子状分散相とで構成で
き、分散相粒子の平均アスペクト比は１より大きく（例えば、５～５００程度）、かつ分
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散相粒子の長軸方向がフィルムのＸ軸方向に配向していることが多い。分散相粒子の短軸
の平均長さは、０．１～１０μｍ程度であってもよい。このようなフィルムを用いると、
光を高い異方性で拡散できるため、発光分布の異方性（方向性）がある投光手段（管状の
投光手段など）を用いても、輝度の低下を生じることなく、発光分布を均一化できる。
【００２４】
前記連続相及び分散相を構成する樹脂としては、透明な樹脂が使用でき、例えば、連続相
は結晶性オレフィン系樹脂（ポリプロピレン系樹脂など）で構成してもよく、分散相は非
晶性ポリエステル系樹脂で構成してもよい。異方性光散乱フィルムは、さらに相溶化剤（
エポキシ化ジエン系ブロック共重合体など）を含有していてもよい。連続相と分散相との
割合は、例えば、前者／後者＝９９／１～５０／５０（重量比）程度であり、分散相と相
溶化剤との割合は、例えば、前者／後者＝９９／１～５０／５０（重量比）程度である。
フィルムの表面には、フィルムのＸ軸方向に延びる凹凸部を形成してもよい。
【００２５】
前記フィルムは、連続相を構成する樹脂と分散相を構成する樹脂とを溶融混練して押出し
、分散相を配向させるための配向処理することにより調製できる。配向処理には、例えば
、ドローしながら製膜する方法、固化したフィルムを一軸延伸（ロール圧延など）する方
法等が含まれる。配向処理（例えば、前記延伸処理）は、分散相を構成する樹脂の融点又
はガラス転移温度以上の温度で行ってもよい。
【００２６】
本発明には、表示モジュールと、この表示モジュールの背面に配設されかつ前記モジュー
ルに光を照射するための管状の投光手段と、この投光手段よりも前方に配設された前記異
方性光散乱フィルムとで構成された表示装置も含まれる。光散乱フィルムは、前記投光手
段の長手方向にＸ軸方向を向けて配設されている。また、本発明は、前記光散乱フィルム
が配設された反射型液晶表示表示装置であってもよく、前記光散乱フィルムで構成された
プロジェクションテレビ用レンチキュラーレンズであってもよい。
【００２７】
なお、本明細書において、「フィルム」とは厚さの如何を問わず、シートを含む意味に用
いる。
【００２８】
【発明の実施の形態】
本発明の異方性光散乱フィルムは、入射光を主として光の進行方向に散乱可能であり、か
つ以下に示す散乱光異方性を有している。すなわち、散乱角θと散乱光強度Ｆとの関係を
示す散乱特性Ｆ（θ）において、フィルムのＸ軸方向（フィルムの縦方向又は引き取り方
向）の散乱特性をＦｘ（θ）、前記Ｘ軸方向と直交するＹ軸方向の散乱特性をＦｙ（θ）
としたとき、下記式（１）、好ましくは下記式（２）を充足している。
【００２９】
Ｆ１＝Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）＞５　　（但し、θ＝4～30゜）　(1)
Ｆ２＝Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）＞１０　（但し、θ＝2～30゜）　(2)
なお、Ｆ１＝Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）の値は、通常、１０～５００、好ましくは１５～５
００、さらに好ましくは５０～５００（例えば、１００～４００）程度であり、このよう
な値は、散乱角θ＝４～３０°に限らず散乱角θ＝４～１５°における値であってもよい
。また、Ｆ２＝Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）の値は、通常、１５～５００、好ましくは２０～
５００（例えば、２０～４００）程度であり、このような値は、散乱角θ＝４～３０°に
限らず散乱角θ＝４～１５°における値であってもよい。
【００３０】
なお、特開平４－３１４５２２号公報に記載されている光拡散性フィルムにおいて、分散
粒子の長軸に垂直な平面における散乱角度θに対する光散乱特性（強度）をＦｙ（θ）と
し、分散粒子の長軸に平行な平面における散乱光の散乱角度θに対する光散乱特性（強度
）をＦｘ（θ）としたとき、散乱角度θ＝４゜において、Ｆｙ（θ）とＦｘ（θ）との比
（Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ））は約２である。
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【００３１】
Ｆｙ（θ）／Ｆｘ（θ）で表される異方性に関する係数Ｆ１が５以下では、フィルムを、
管状の投光手段（発光源）を備えた液晶表示装置に適用したときに、均一な面発光を得る
ことができない。
【００３２】
なお、Ｘ軸方向とＹ軸方向との中間のψ方向の散乱特性をＦψ（θ）（但し、ψはＸ軸方
向からの角度を示す。即ち、Ｘ軸方向はψ＝０°、Ｙ軸方向はψ＝９０°に対応する）と
すると、本発明の異方性光散乱フィルムは、必ずしも、Ｆψ（θ）（ψ≠９０゜）がＦｘ
（θ）と同程度となる程の異方性を有している必要はないが、好ましくはＦψ（θ）（ψ
≠９０゜）がＦｘ（θ）と同程度の値を示す。このようなフィルムは、特に高い異方性で
光散乱できる。
【００３３】
なお、散乱特性Ｆ（θ）は、例えば、図１に示すような測定装置を用いて測定できる。こ
の装置は、異方性光散乱フィルム１０に対してレーザ光を照射するためのレーザー光照射
装置（NIHON KAGAKU ENG NEO-20MS）２１と、異方性光散乱フィルム１０を透過したレー
ザ光の強度を測定するための検出器２２とを備えている。そして、異方性光散乱フィルム
１０に対して９０°の角度でレーザー光を照射し、フィルムにより拡散された光の強度（
拡散強度）Ｆを拡散角度θに対して測定（プロット）することにより光散乱特性を求める
ことができる。
【００３４】
このような異方性光散乱フィルムを、例えば、図４に示すバックライトユニットの光散乱
フィルムとして用いると、蛍光管の長手方向に直交する方向（Ｙ軸方向）での不均一（ギ
ザギザ）の発光分布（輝度分布）を均一化でき、線状暗部の発生を抑制できる。
【００３５】
このような高い異方性を有するフィルムは、互いに非相溶又は難相溶の連続相（樹脂連続
相など）と粒子状分散相（樹脂分散相、繊維状分散相など）とで構成できる。
【００３６】
光散乱フィルムを構成する樹脂には、熱可塑性樹脂（オレフィン系樹脂、ハロゲン含有樹
脂、ビニルアルコール系樹脂、ビニルエステル系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、スチレ
ン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、セルロー
ス誘導体など）および熱硬化性樹脂（エポキシ樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、ジアリル
フタレート樹脂、シリコーン樹脂など）などが挙げられる。好ましい樹脂は熱可塑性樹脂
である。
【００３７】
オレフィン系樹脂には、例えば、Ｃ2-6オレフィンの単独又は共重合体（ポリエチレン、
エチレン－プロピレン共重合体などのエチレン系樹脂、ポリプロピレン、プロピレン－エ
チレン共重合体、プロピレン－ブテン共重合体などのポリプロピレン系樹脂、ポリ（メチ
ルペンテン－１）、プロピレン－メチルペンテン共重合体など）、Ｃ2-6オレフィンと共
重合性単量体との共重合体（エチレン－（メタ）アクリル酸共重合体、エチレン－（メタ
）アクリル酸エステル共重合体など）などが挙げられる。
【００３８】
ハロゲン含有樹脂としては、ハロゲン化ビニル系樹脂（ポリ塩化ビニル、ポリテトラフル
オロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリビニルフルオライドなどの塩化ビ
ニル又はフッ素含有単量体の単独重合体、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロ
ピレン共重合体、テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合
体などの塩化ビニル又はフッ素含有単量体の共重合体、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体
、塩化ビニル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、テトラフルオロエチレン－エチレ
ン共重合体などの塩化ビニル又はフッ素含有単量体と共重合性単量体との共重合体など）
、ハロゲン化ビニリデン系樹脂（ポリ塩化ビニリデン、ポリビニリデンフルオライド、又
は塩化ビニル又はフッ素含有ビニリデン単量体と他の単量体との共重合体）などが挙げら
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れる。
【００３９】
ビニルアルコール系樹脂の誘導体には、ポリビニルアルコール、エチレン－ビニルアルコ
ール共重合体などが含まれる。ビニルエステル系樹脂としては、ビニルエステル系単量体
の単独又は共重合体（ポリ酢酸ビニルなど）、ビニルエステル系単量体と共重合性単量体
との共重合体（酢酸ビニル－エチレン共重合体、酢酸ビニル－塩化ビニル共重合体、酢酸
ビニル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体など）などが挙げられる。
【００４０】
（メタ）アクリル系樹脂としては、例えば、ポリ（メタ）アクリル酸メチルなどのポリ（
メタ）アクリル酸エステル、メタクリル酸メチル－（メタ）アクリル酸共重合体、メタク
リル酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル－（メタ）アクリル酸共重合体、メタクリル
酸メチル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、（メタ）アクリル酸エステル－スチレ
ン共重合体（ＭＳ樹脂など）などが挙げられる。好ましい（メタ）アクリル系樹脂には、
ポリ（メタ）アクリル酸Ｃ1-5アルキル、メタクリル酸メチル－アクリル酸エステル共重
合体などが含まれる。
【００４１】
スチレン系樹脂には、スチレン系単量体の単独又は共重合体（ポリスチレン、スチレン－
α－メチルスチレン共重合体など）、スチレン系単量体と共重合性単量体との共重合体（
スチレン－アクリロニトリル共重合体（ＡＳ樹脂）、スチレン－（メタ）アクリル酸エス
テル共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体など）などが挙げられる。
【００４２】
ポリエステル系樹脂には、テレフタル酸などの芳香族ジカルボン酸とアルキレングリコー
ルとを用いた芳香族ポリエステル（ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレンテレフ
タレート、ポリブチレンテレフタレートなどのポリアルキレンテレフタレート、ポリエチ
レンナフタレート、ポリブチレンナフタレートなどのポリアルキレンナフタレートなどの
ホモポリエステル、アルキレンアリレート単位を主成分（例えば、５０モル％以上、好ま
しくは７５～１００モル％、さらに好ましくは８０～１００モル％）として含むコポリエ
ステルなど）、アジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸を用いた脂肪族ポリエステル、液晶
性ポリエステルなどが含まれる。
【００４３】
ポリアミド系樹脂としては、ナイロン４６、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン６１０
、ナイロン６１２、ナイロン１１、ナイロン１２などの脂肪族ポリアミド、キシリレンジ
アミンアジペート（ＭＸＤ－６）などの芳香族ポリアミドなどが挙げられる。ポリアミド
系樹脂は、ホモポリアミドに限らずコポリアミドであってもよい。
【００４４】
ポリカーボネート系樹脂には、ビスフェノール類（ビスフェノールＡなど）をベースとす
る芳香族ポリカーボネート、ジエチレングリコールビスアリルカーボネートなどの脂肪族
ポリカーボネートなどが含まれる。
【００４５】
セルロース誘導体としては、セルロースエステル（セルロースアセテート、セルロースプ
ロピオネート、セルロースブチレート、セルロースフタレート）、セルロースカーバメー
ト類（セルロースフェニルカーバメートなど）、セルロースエーテル類（アルキルセルロ
ース、ベンジルセルロース、ヒドロキシアルキルセルロース、カルボキシメチルセルロー
ス、シアノエチルセルロースなど）が挙げられる。
【００４６】
なお、前記樹脂成分は、必要に応じて、変性（例えば、ゴム変性）されていてもよい。
【００４７】
また、前記樹脂成分で連続相マトリックスを構成し、このマトリックス樹脂に分散相成分
をグラフト又はブロック共重合してもよい。このような重合体としては、例えば、ゴムブ
ロック共重合体（スチレン－ブタジエン共重合体（ＳＢ樹脂）など）、ゴムグラフトスチ
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レン系樹脂（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹脂）など）な
どが例示できる。
【００４８】
繊維状分散相には、有機繊維、無機繊維などが含まれる。有機繊維は、耐熱性有機繊維、
例えば、アラミド繊維、全芳香族ポリエステル繊維、ポリイミド繊維などであってもよい
。
【００４９】
無機繊維としては、例えば、繊維状フィラー（ガラス繊維，シリカ繊維，アルミナ繊維，
ジルコニア繊維などの無機繊維）、薄片状フィラー（マイカなど）などが挙げられる。
【００５０】
連続相又は分散相を構成する好ましい成分には、オレフィン系樹脂、（メタ）アクリル系
樹脂、スチレン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート樹脂
などが含まれる。また、前記連続相及び／又は分散相を構成する樹脂は結晶性又は非晶性
であってもよく、連続相及び分散相を非結晶性樹脂で構成してもよい。好ましい態様にお
いて、結晶性樹脂と非晶性樹脂とを組み合わせることができる。すなわち、連続相及び分
散相のうち一方の相（例えば、連続相）を結晶性樹脂で構成し、他方の相（例えば、分散
相）を非結晶性樹脂で構成できる。
【００５１】
結晶性樹脂としては、オレフィン系樹脂（ポリプロピレン、プロピレン－エチレン共重合
体などのプロピレン含量が９０モル％以上のポリプロピレン系樹脂、ポリ（メチルペンテ
ン－１）など）、ビニリデン系樹脂（塩化ビニリデン系樹脂など）、芳香族ポリエステル
系樹脂（ポリアルキレンテレフタレート、ポリアルキレンナフタレートなどのポリアルキ
レンアリレートホモポリエステル、アルキレンアリレート単位の含有量が８０モル％以上
のコポリエステル、液晶性芳香族ポリエステルなど）、ポリアミド系樹脂（ナイロン４６
，ナイロン６，ナイロン６６などの短鎖セグメントを有する脂肪族ポリエステルなど）な
どが例示できる。これらの結晶性樹脂は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００５２】
結晶性樹脂（結晶性ポリプロピレン系樹脂など）の結晶化度は、例えば、１０～８０％程
度、好ましくは２０～７０％程度、さらに好ましくは３０～６０％程度である。
【００５３】
連続相を構成する樹脂としては、通常、透明性の高い樹脂が使用される。特に好ましい連
続相を構成する樹脂は、流動性の高い結晶性樹脂である。このような樹脂と分散相を構成
する樹脂とを組み合わせると、コンパウンドの均一性（分散相の均一分散性）を高めるこ
とができる。
【００５４】
なお、連続相を構成する樹脂は、融点又はガラス転移温度が１３０～２８０℃程度、好ま
しくは１４０～２７０℃程度、さらに好ましくは１５０～２６０℃程度の樹脂であっても
よい。
【００５５】
非結晶性樹脂としては、例えば、ビニル系重合体（アイオノマー、エチレン－酢酸ビニル
共重合体、エチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体、ポリ塩化ビニル、塩化ビニ
ル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ビニルアルコール系樹脂などのビニル系単量
体の単独又は共重合体など）、（メタ）アクリル系樹脂（ポリメタクリル酸メチル、メタ
クリル酸メチル－スチレン共重合体（ＭＳ樹脂）など）、スチレン系樹脂（ポリスチレン
、ＡＳ樹脂など）、ポリカーボネート系重合体、非晶性ポリエステル系樹脂（脂肪族ポリ
エステル、ジオール成分及び／又は芳香族ジカルボン酸成分の一部が置換されたポリアル
キレンアリレートコポリエステル、ポリアリレート樹脂など）、ポリアミド系樹脂（長鎖
セグメントを有する脂肪族ポリアミド、非結晶性芳香族ポリアミド）、熱可塑性エラスト
マー（ポリエステルエラストマー、ポリオレフィンエラストマー、ポリアミドエラストマ
ー、スチレン系エラストマーなど）などが例示できる。前記非晶性ポリエステル系樹脂に
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おいて、ポリアルキレンアリレートコポリエステルとしては、ジオール成分（Ｃ2-4アル
キレングリコール）及び／又は芳香族ジカルボン酸成分（テレフタル酸、ナフタレンジカ
ルボン酸）の一部（例えば、１０～８０モル％、好ましくは２０～８０モル％、さらに好
ましくは３０～７５モル％程度）として、ジエチレングリコール、トリエチレングリコー
ルなどの（ポリ）オキシアルキレングリコール、シクロヘキサンジメタノール、フタル酸
、イソフタル酸、脂肪族ジカルボン酸（アジピン酸など）から選択された少なくとも一種
を用いたコポリエステルなどが含まれる。これらの非結晶性樹脂は単独で又は二種以上組
み合わせて使用できる。
【００５６】
分散相を構成する樹脂としては、通常、透明性の高い樹脂が使用される。
【００５７】
なお、分散相を構成する樹脂の融点又はガラス転移温度は、前記連続相を構成する樹脂よ
りも低い場合が多く、例えば、５０～１８０℃程度、好ましくは６０～１７０℃程度、さ
らに好ましくは７０～１５０℃程度の樹脂であってもよい。
【００５８】
連続相を構成する結晶性樹脂と分散相を構成する非結晶性樹脂との組合せとしては、例え
ば、結晶性ポリオレフィン系樹脂（結晶性ポリプロピレン樹脂など）と非結晶性ポリエス
テル（ポリアルキレンテレフタレートコポリエステルなどのポリアルキレンアリレートコ
ポリエステルなど）との組合せなどが例示できる。
【００５９】
連続相を構成する樹脂として融点又はガラス転移温度の高い樹脂（特に、融点の高い結晶
性樹脂）を用いると、熱安定性及びフィルム加工性に優れており、比較的高温（例えば、
１３０～１５０℃程度）での配向処理（又は一軸延伸処理）が容易であり、分散相を容易
に配向できる。さらには、表示装置（液晶表示装置など）の部品として使用しても、広い
温度範囲（例えば、室温～８０℃程度の範囲）で安定である。また、結晶性樹脂（結晶性
ポリプロピレン樹脂など）は、一般に、廉価である。一方、分散相を構成する樹脂として
連続相よりも低い融点又はガラス転移温度を有する樹脂（特に、結晶性樹脂よりも融点又
はガラス転移温度の低い非結晶性樹脂）を用いると、一軸延伸などの配向処理により分散
相粒子のアスペクト比を容易に高めることができる。例えば、分散相を非晶性コポリエス
テルなどで構成すると、透明性が高いだけでなく、ガラス転移温度を低く（例えば、約８
０℃程度）できるため、一軸延伸などの配向処理温度で分散相を容易に変形させることが
でき、成形後も所定の温度範囲（例えば、室温～約８０℃程度）で安定化できる。また、
非結晶性コポリエステル（例えば、エチレングリコール／シクロヘキサンジメタノール＝
１０／９０～６０／４０（モル％）、好ましくは２５／７５～５０／５０（モル％）程度
のジオール成分を用いたポリエチレンテレフタレートコポリエステルなど）は、屈折率が
高く（例えば、１．５７程度）、連続相との屈折率差を大きくできる。
【００６０】
本発明では、連続相と分散相とは、互いに屈折率の異なる成分で構成されている。互いに
屈折率が異なる成分を用いると、フィルムに光拡散性を付与できる。連続相と分散相との
屈折率の差は、例えば、０．００１以上（例えば、０．００１～０．３程度）、好ましく
は０．０１～０．３程度、さらに好ましくは０．０１～０．１程度である。
【００６１】
このような特定の屈折率差を与える樹脂の組合わせとしては、例えば、次のような組合わ
せが挙げられる。
【００６２】
（１）オレフィン系樹脂（特に、プロピレン系樹脂）と、アクリル系樹脂、スチレン系樹
脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、及びポリカーボネート樹脂から選択された
少なくとも一種との組合わせ
（２）スチレン系樹脂と、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、及びポリカーボネー
ト樹脂から選択された少なくとも一種との組合わせ
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（３）ポリエステル系樹脂と、ポリアミド系樹脂及びポリカーボネート樹脂から選択され
た少なくとも一種との組合わせ
光散乱フィルムは、必要に応じて、相溶化剤を含有してもよい。相溶化剤を用いると、連
続相と分散相との混和性および親和性を高めることができ、フィルムを配向処理しても欠
陥（ボイドなどの欠陥）が生成するのを防止でき、フィルムの透明性の低下を防止できる
。さらに、連続相と分散相との接着性を高めることができ、フィルムを一軸延伸しても、
延伸装置への分散相の付着を低減できる。
【００６３】
相溶化剤としては、連続相および分散相の種類に応じて慣用の相溶化剤から選択でき、例
えば、オキサゾリン化合物、変性基（カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、オキサ
ゾリニル基など）で変性された変性樹脂、ジエン又はゴム含有重合体［例えば、ジエン系
単量体単独又は共重合性単量体（芳香族ビニル単量体など）との共重合により得られるジ
エン系共重合体（ランダム共重合体など）；アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共
重合体（ＡＢＳ樹脂）などのジエン系グラフト共重合体；スチレン－ブタジエン（ＳＢ）
ブロック共重合体、水素化スチレン－ブタジエン（ＳＢ）ブロック共重合体、水素化スチ
レン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、水素化（スチレン－エチレ
ン／ブチレン－スチレン）ブロック共重合体などのジエン系ブロック共重合体又はそれら
の水素添加物など］、前記変性基（エポキシ基など）で変性したジエン又はゴム含有重合
体などが例示できる。これらの相溶化剤は単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００６４】
相溶化剤としては、通常、ポリマーブレンド系の構成樹脂と同じ又は共通する成分を有す
る重合体（ランダム、ブロック又はグラフト共重合体）、ポリマーブレンド系の構成樹脂
に対して親和性を有する重合体（ランダム、ブロック又はグラフト共重合体）などが使用
される。
【００６５】
ジエン系単量体としては、共役ジエン、例えば、ブタジエン、イソプレン、１，３－ペン
タジエン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、ピペリレン、３－ブチル－１，３－
オクタジエン、フェニル－１，３－ブタジエンなどの置換基を有していてもよいＣ4-20共
役ジエンが挙げられる。共役ジエンは、単独で又は二種以上組み合わせて用いてもよい。
これらの共役ジエンのうち、ブタジエン、イソプレンが好ましい。
【００６６】
芳香族ビニル単量体としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン
（ｐ－メチルスチレンなど）、ｐ－ｔ－ブチルスチレン、ジビニルベンゼン類、１，１－
ジフェニルスチレンなどが挙げられる。これらの芳香族ビニル単量体のうち、スチレンが
好ましい。（メタ）アクリル系単量体としては、（メタ）アクリル酸アルキル（（メタ）
アクリル酸メチルなど）、（メタ）アクリロニトリルなどが含まれる。マレイミド系単量
体としては、マレイミド、Ｎ－アルキルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミドなどが例示
できる。これらの単量体は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００６７】
なお、変性は、変性基に対応する単量体（例えば、カルボキシル基変性では（メタ）アク
リル酸などのカルボキシル基含有単量体、酸無水物基変性では無水マレイン酸、エステル
基変性では（メタ）アクリル系単量体、マレイミド基変性ではマレイミド系単量体、エポ
キシ変性では、グリシジル（メタ）アクリレートなどのエポキシ基含有単量体）を共重合
することにより行うことができる。また、エポキシ変性は、不飽和二重結合のエポキシ化
により行うことができる。
【００６８】
好ましい相溶化剤は、未変性又は変性ジエン系共重合体、特に変性ブロック共重合体であ
る（例えば、エポキシ化ジエン系ブロック共重合体又はエポキシ変性ジエン系ブロック共
重合体）。エポキシ化ジエン系ブロック共重合体は、透明性が高いだけでなく、軟化温度
も高く、連続相と分散相との多くの組み合わせにおいて樹脂を相溶化させ、分散相を均一
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に分散できる。
【００６９】
前記ブロック共重合体は、例えば、共役ジエンブロック又はその部分水素添加ブロックと
、芳香族ビニルブロックとで構成できる。エポキシ化ジエン系ブロック共重合体において
、前記共役ジエンブロックの二重結合の一部又は全部がエポキシ化されている。
【００７０】
芳香族ビニルブロックと共役ジエンブロック（又はその水素添加ブロック）との割合（重
量比）は、例えば、前者／後者＝５／９５～８０／２０程度（例えば、２５／７５～８０
／２０程度）、さらに好ましくは１０／９０～７０／３０程度（例えば、３０／７０～７
０／３０程度）であり、通常、５０／５０～８０／２０程度である。
【００７１】
ブロック共重合体の数平均分子量は、例えば、５，０００～１，０００，０００程度、好
ましくは７，０００～９００，０００程度、さらに好ましくは１０，０００～８００，０
００程度の範囲から選択できる。分子量分布［重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（
Ｍｎ）との比（Ｍｗ／Ｍｎ）］は、例えば、１０以下（１～１０程度）、好ましくは１～
５程度である。
【００７２】
ブロック共重合体の分子構造は、直線状、分岐状、放射状あるいはこれらの組み合わせで
あってもよい。ブロック共重合体のブロック構造としては、例えば、モノブロック構造、
テレブロック構造などのマルチブロック構造、トリチェインラジアルテレブロック構造、
テトラチェインラジアルテレブロック構造などが例示できる。このようなブロック構造と
しては、芳香族ジエンブロックをＸ、共役ジエンブロックをＹとするとき、例えば、Ｘ－
Ｙ型、Ｘ－Ｙ－Ｘ型、Ｙ－Ｘ－Ｙ型、Ｙ－Ｘ－Ｙ－Ｘ型、Ｘ－Ｙ－Ｘ－Ｙ型、Ｘ－Ｙ－Ｘ
－Ｙ－Ｘ型、Ｙ－Ｘ－Ｙ－Ｘ－Ｙ型、（Ｘ－Ｙ－）4Ｓｉ型、（Ｙ－Ｘ－）4Ｓｉ型などが
例示できる。
【００７３】
エポキシ化ジエン系ブロック共重合体中のエポキシ基の割合は、特に制限されないが、オ
キシランの酸素濃度として、例えば、０．１～８重量％、好ましくは０．５～６重量％、
さらに好ましくは１～５重量％程度である。エポキシ化ブロック共重合体のエポキシ当量
（ＪＩＳ　Ｋ　７２３６）は、例えば、３００～１０００程度、好ましくは５００～９０
０程度、さらに好ましくは６００～８００程度であってもよい。
【００７４】
相溶化剤を構成するエポキシ化ブロック共重合体（エポキシ化ＳＢＳブロック共重合体な
ど）は、前記のように、透明性が高いだけでなく、軟化温度が比較的高温（約７０℃程度
）であり、連続相と分散相との多くの組み合わせにおいて有効に相溶化でき、分散相を均
一に分散できる。また、芳香族ビニルブロック（スチレンブロックなど）の含有量が６０
～８０重量％程度のエポキシ化ブロック共重合体は、屈折率が比較的高く（例えば、約１
．５７）、しかも前記分散相の樹脂（非晶性コポリエステルなど）と近似する屈折率を有
しているため、分散相樹脂による光散乱性を維持しながら分散相を均一に分散できる。
【００７５】
なお、相溶化剤（エポキシ化ブロック共重合体など）の屈折率は、分散相樹脂と略同程度
（例えば、分散相樹脂との屈折率の差が、０～０．０１程度、好ましくは０～０．００５
程度）であってもよい。
【００７６】
前記エポキシ化ブロック共重合体は、慣用の方法により製造されたジエン系ブロック共重
合体（又は部分的に水素添加されたブロック共重合体）をエポキシ化することにより製造
できる。ブロツク共重合体は、例えば、リチウム触媒の存在下、不活性溶媒中、芳香族ビ
ニル単量体とジエン系単量体とを重合することにより調製できる（特公昭４０－２３７９
８号公報、特公昭４７－３２５２号公報、特公昭４８－２４２３号公報、特開昭５１－３
３１８４号公報、特公昭４６－３２４１５号公報、特開昭５９－１６６５１８号公報、特
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公昭４９－３６９５７号公報、特公昭４３－１７９７９号公報、特公昭４６－３２４１５
号公報、特公昭５６－２８９２５号公報など）。水添ブロック共重合体は、不活性溶媒中
、水素化触媒を用い、ブロック共重合体を水素添加することにより調製できる（特公昭４
２－８７０４号公報、特公昭４３－６６３６号公報、特開昭５９－１３３２０３号公報な
ど）。
【００７７】
エポキシ化は、慣用のエポキシ化方法、例えば、不活性溶媒中、エポキシ化剤（過酸類、
ハイドロパーオキサイド類など）により前記ブロック共重合体をエポキシ化する方法によ
り得ることができる。過酸類としては、過ギ酸、過酢酸、トリフルオロ過酢酸、過安息香
酸などが挙げられる。ハイドロパーオキサイド類としては、無機ハイドロパーオキサイド
（過酸化水素など）、有機ハイドロパーオキサイド（ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド
など）などが挙げられる。なお、ハイドロパーオキサイド類は、酸や金属触媒と組み合わ
せて用いる場合が多く、例えば、タングステン酸と苛性ソーダの混合物と過酸化水素との
組み合わせ、有機酸と過酸化水素との組み合わせ、モリブデンヘキサカルボニルとｔ－ブ
チルハイドロパーオキサイドとの組み合わせなどが例示できる。エポキシ化剤の使用量は
特に制限されず、ブロック共重合体の種類、エポキシ化剤の種類、エポキシ化度（エポキ
シ当量など）などに応じて適当に選択できる。
【００７８】
エポキシ化ジエン系ブロック共重合体の単離又は精製は、適当な方法、例えば、貧溶媒を
用いて共重合体を沈殿させる方法、撹拌下、熱水に共重合体を添加し溶媒を留去する方法
、直接脱溶媒法などにより行うことができる。
【００７９】
相溶化剤の使用量は、例えば、樹脂組成物全体の０．１～２０重量％、好ましくは０．５
～１５重量％、さらに好ましくは１～１０重量％程度の範囲から選択できる。
【００８０】
光散乱フィルムにおいて、連続相と分散相と相溶化剤との好ましい組合せには、透明性及
び熱安定性が高い樹脂（結晶性ポリプロピレン系樹脂などの結晶性樹脂など）で構成され
た連続相と、透明性及び熱変形性が高く、ある程度の熱安定性を有する樹脂（非結晶性コ
ポリエステルなどの非晶性樹脂など）で構成された分散相と、エポキシ化ブロック共重合
体で構成された相溶化剤との組合せが含まれる。
【００８１】
光拡散フィルムにおいて、連続相と分散相との割合は、樹脂の種類や溶融粘度、光拡散性
などに応じて、例えば、前者／後者（重量比）＝９９／１～３０／７０程度、好ましくは
９９／１～５０／５０程度、さらに好ましくは９９／１～７５／２５程度の範囲から適宜
選択できる。
【００８２】
好ましい前記光散乱フィルムにおいて、連続相、分散相、及び相溶化剤の割合は、例えば
、以下の通りである。
【００８３】
（１）連続相／分散相（重量比）＝９９／１～５０／５０程度、好ましくは９８／２～６
０／４０程度、さらに好ましくは９０／１０～６０／４０程度、特に８０／２０～６０／
４０程度
（２）分散相／相溶化剤（重量比）＝９９／１～５０／５０程度、好ましくは９９／１～
７０／３０程度、さらに好ましくは９８／２～８０／２０程度
このような割合で各成分を用いると、予め各成分をコンパウンド化することなく、各成分
のペレットを直接的に溶融混練しても、均一に分散相を分散でき、一軸延伸などの配向処
理によりボイドが発生するのを防止でき、透過率の高い光散乱フィルムを得ることができ
る。
【００８４】
そして、本発明の光散乱フィルムにおいて、分散相粒子は、長軸の平均長さＬと短軸の平
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均長さＷとの比（平均アスペクト比、Ｌ／Ｗ）が１より大きく、かつ粒子の長軸方向はフ
ィルムのＸ軸方向に配向している。好ましい平均アスペクト比（Ｌ／Ｗ）は、例えば、２
～１０００程度、好ましくは５～１０００程度、さらに好ましくは５～５００（例えば、
２０～５００）程度であり、通常、５０～５００（特に７０～３００）程度である。この
ような分散相粒子は、フットボール型形状（回転楕円状など）、繊維形状、直方形状など
であってもよい。アスペクト比が大きい程、光散乱性について高い異方性を維持できる。
【００８５】
なお、分散相の長軸の平均長さＬは、例えば、０．１～２００μｍ程度（例えば、１～１
００μｍ程度）、好ましくは１～１５０μｍ程度（例えば、１～８０μｍ程度）、特に２
～１００μｍ程度（例えば、２～５０μｍ程度）であり、通常、１０～１００μｍ（例え
ば、１０～５０μｍ）程度である。また、分散相の短軸の平均長さＷは、例えば、０．１
～１０μｍ程度、好ましくは０．１５～５μｍ程度、さらに好ましくは０．２～２μｍ程
度である。
【００８６】
分散相粒子の配向係数は、例えば、０．７以上（０．７～１程度）、好ましくは０．８～
１程度、さらに好ましくは０．９～１程度であってもよい。分散相粒子の配向係数が高い
程、散乱光に高い異方性を付与できる。
【００８７】
なお、配向係数は、下記式に基づいて算出できる。
【００８８】
配向係数＝（３＜ｃｏｓ2θ＞－１）／２
式中、θは粒子状分散相の長軸とシートのＸ軸との間の角度を示し（長軸とＸ軸とが平行
の場合、θ＝０゜）、＜ｃｏｓ2θ＞は各分散相粒子について算出したｃｏｓ2θの平均を
示し、下記式で表される。
【００８９】
＜ｃｏｓ2θ＞＝∫ｎ（θ）・ｃｏｓ2θ・ｄθ
（式中、ｎ（θ）は、全分散相粒子中の角度θを有する分散相粒子の割合（重率）を示す
）
このような分散相粒子は、フィルムを透過して散乱する散乱光に高い異方性を付与できる
。即ち、フィルムの透過光又は反射光を、分散相粒子の長軸方向と直交する方向に強く散
乱できる。図２は、このような分散相粒子の配向と散乱光の異方性との関係を説明するた
めの図である。この図では、分散相粒子１１の長軸は、光散乱フィルム１０中にＸ軸方向
に配向している。そして、粒子状分散相１１の長軸方向（Ｘ軸方向）では、入射光に対す
る光散乱性が小さいのに対し、前記長軸方向と直交する方向（Ｙ軸方向）では、光散乱性
が大きい。このため、光散乱特性Ｆｘ（θ）とＦｙ（θ）とは、Ｆｙ（θ）＞Ｆｘ（θ）
の関係を示す。
【００９０】
なお、本発明の光散乱フィルムは、必要に応じて、拡散光の指向性を有していてもよい。
すなわち、指向性を有するとは、異方的拡散光において散乱の強い方向のうち、散乱強度
が極大を示す角度があることを意味する。拡散光が指向性を有している場合、前記図１の
測定装置において、拡散光強度Ｆを拡散角度θに対してプロットしたとき、プロット曲線
が、特定の拡散角度θの範囲で極大又はショルダー（特に、極大）を有している。
【００９１】
指向性を付与する場合、連続相樹脂と、分散相粒子との屈折率差は、例えば、０．００５
～０．２程度、好ましくは０．０１～０．１程度であり、粒子の長軸の平均長さは、例え
ば、１～１００μｍ程度、好ましくは５～５０μｍ程度である。アスペクト比は、例えば
、２０～３００（例えば、４０～３００）程度、好ましくは５０～２００程度である。
【００９２】
光散乱フィルムは、慣用の添加剤、例えば、酸化防止剤、紫外線吸収剤、熱安定剤などの
安定化剤、可塑剤、帯電防止剤、難燃剤、充填剤などを含有していてもよい。
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【００９３】
光散乱フィルムの厚みは、３～３００μｍ程度、好ましくは５～２００μｍ程度、さらに
好ましくは５～１００μｍ程度である。フィルムが厚過ぎると、表示装置と組み合わせた
とき、装置の厚みが増大する。また、フィルムが薄すぎると折れやカールを生じ易く、取
扱性が低下する。
【００９４】
光散乱フィルムの全光線透過率は、例えば、８５％以上（８５～１００％）、好ましくは
９０～１００％程度、さらに好ましくは９０～９５％程度である。全光線透過率が８５％
未満の場合、光散乱による輝度低下の影響が大きく、表示画面の明るさが不十分である。
【００９５】
なお、フィルム表面には、フィルムのＸ軸方向に延びる凹凸部を形成してもよい。このよ
うな凹凸部を形成すると、フィルムにより高い異方性を付与できる。
【００９６】
光散乱フィルムは、連続相を構成する樹脂中に分散相を構成する成分（樹脂成分、繊維状
成分など）を分散して配向させることにより得ることができる。例えば、連続相を構成す
る樹脂と分散相を構成する成分（樹脂成分、繊維状成分など）とを、必要に応じて慣用の
方法（例えば、溶融ブレンド法、タンブラー法など）でブレンドし、溶融混合し、Ｔダイ
やリングダイなどから押出してフィルム成形することにより分散相を分散できる。また、
分散相の配向処理は、例えば、（１）押出成形時にドローしながら製膜する方法、（２）
押出成形フィルムを一軸延伸する方法、又は（３）前記（１）と（２）の方法を組み合わ
せる方法などにより行うことができる。なお、（４）前記（１）の溶融混練成分を溶液ブ
レンドし、流延法などにより成膜することによっても光散乱フィルムを形成できる。
【００９７】
溶融温度は、樹脂成分（連続相樹脂、分散相樹脂）の融点以上の温度、例えば、１５０～
２９０℃、好ましくは２００～２６０℃程度である。
【００９８】
ドロー比（ドロー倍率）は、例えば、５～８０倍程度、好ましくは１０～６０倍程度、さ
らに好ましくは２０～４０倍程度である。
【００９９】
延伸倍率は、例えば、１．１～５０倍程度（例えば、３～５０倍程度）、好ましくは１．
５～３０倍程度（例えば、５～３０倍程度）である。
【０１００】
なお、ドローと延伸とを組み合わせる場合には、ドロー比は、例えば、２～１０倍程度、
好ましくは２～５倍程度であってもよく、延伸倍率は、例えば、１．１～２０倍程度（例
えば、２～２０倍程度）、好ましくは１．５～１０倍程度（例えば、３～１０倍程度）で
あってもよい。
【０１０１】
好ましい方法には、フィルム（例えば、製膜し、冷却したフィルム）を一軸延伸する方法
が含まれる。この方法により製膜したフィルムを延伸すると、ドローしながら製膜する方
法に比べ、分散相のアスペクト比を容易に高めることができる。
【０１０２】
一軸延伸法は特に限定されず、例えば、固化したフィルムの両端を引っ張る方法（引っ張
り延伸）、互いに対向する一対のロール（２本ロール）を複数系列（例えば、２系列）並
列し、それぞれの２本ロールにフィルムを挿入すると共に、繰り入れ側の２本ロールと繰
出し側の２本ロールとの間にフィルムを張り渡し、繰出し側の２本ロールのフィルムの送
り速度を繰り入れ側の２本ロールより速くすることにより延伸する方法（ロール間延伸）
、互いに対向する一対のロールの間にフィルムを挿入し、ロール圧でフィルムを圧延する
方法（ロール圧延）などが挙げられる。
【０１０３】
好ましい一軸延伸方法には、ロール間延伸、ロール圧延などが含まれる。これらの方法に
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よれば、フィルムの量産化が容易である。特にロール圧延によれば、非結晶性樹脂のみな
らず、結晶性樹脂であっても容易に延伸できる。すなわち、通常、樹脂シートを一軸延伸
すると、局部的にフィルムの厚みと幅が減少するネックインが発生し易いのに対し、ロー
ル圧延によればネックインを防止でき、フィルムの延伸工程を安定化できる。そして、延
伸の前後でフィルム幅の減少が少なく、かつ幅方向の厚みを均一にできるため、フィルム
の幅方向において光散乱特性を均一化でき、製品の品質を維持しやすく、フィルムの使用
率（歩留まり）も向上できる。さらに、延伸倍率を幅広く設定できる。なお、ロール圧延
の場合、延伸の前後でフィルム幅を維持できるため、フィルム厚みの減少率の逆数と延伸
倍率とが略等しくなる。
【０１０４】
ロール圧延の圧力は、例えば、９．８×１０3～９．８×１０6Ｎ／ｍ程度、好ましくは９
．８×１０4～９．８×１０6Ｎ／ｍ程度である。
【０１０５】
延伸倍率は、幅広い範囲から選択でき、例えば、延伸倍率１．１倍～１０倍程度、好まし
くは延伸倍率１．３～５倍程度、さらに好ましくは延伸倍率１．５～３倍程度であっても
よい。ロール圧延は、例えば、厚み減少率０．９～０．１程度、好ましくは０．７７～０
．２程度、さらに好ましくは０．６７～０．３３程度で行うことができる。
【０１０６】
延伸温度は、延伸成形が可能な限り特には限定されないが、分散相樹脂の融点又はガラス
転移温度以上であってもよい。また、連続相を構成する樹脂として、分散相樹脂よりもガ
ラス転移温度又は融点が高い樹脂（例えば、５～２００℃程度、好ましくは５～１００℃
程度高い樹脂）を用い、分散相樹脂を融解又は軟化しながら一軸延伸すると、連続相樹脂
に比べて分散相樹脂が非常に変形し易いため、分散相粒子のアスペクト比を大きくでき、
光散乱の異方性が特に大きいフィルムが得られる。好ましい延伸温度は、例えば、１１０
～２００℃程度、好ましくは１３０～１８０℃程度である。また、ロール圧延の温度は、
連続相樹脂が結晶性樹脂の場合、樹脂の融点以下であって融点近傍の温度であってもよく
、連続相樹脂が非晶性樹脂の場合、ガラス転移温度以下であってガラス転移温度近傍の温
度であってもよい。
【０１０７】
本発明の光散乱フィルムは、表示装置（透過型液晶表示装置など）に利用できる。この表
示装置は、例えば、表示モジュール（透過型液晶表示モジュールなど）と、このモジュー
ルの背面側に位置する管状の投光手段（蛍光管などのバックライトなど）とで構成され、
本発明の光散乱フィルムが前記投光手段の前方に配設されている。この場合、光散乱フィ
ルムは、表示モジュールのフロント側に配設してもよく、表示モジュールと投光手段との
間に配設してもよい。例えば、本発明の光散乱フィルムを、前記図４や図５の拡散板とし
て用いてもよい。
【０１０８】
そして、前記表示装置において、本発明の光散乱フィルムは、投光手段（光源）の長手方
向（Ｘ軸方向）にフィルムのＸ軸方向が配向するように配設されている。また、フィルム
のＹ軸方向は、投光手段の長手方向に直交するＹ軸方向に向けられている。一方、投光手
段からの光はＸ軸方向には均一な発光分布を有しているが、Ｙ軸方向には発光分布が不均
一である。そして、このような投光手段に光散乱フィルムを配設すると、フィルムはＸ軸
方向に光散乱性が小さく、Ｙ軸方向に光散乱性が高いため、均一なＸ軸方向の光を殆ど散
乱することなく、不均一なＹ軸方向の光のみを高度に散乱して均一化できる。このため、
輝度の低下を抑制しながら、発光分布を均一化でき、画像表示面の縞模様（線状暗部）の
発生を抑制できる。
【０１０９】
なお、光散乱フィルムを配設する場合、投光手段（光源）の長手方向（Ｘ軸方向））に対
して、フィルムのＸ軸方向を完全に一致させる必要はなく、発光分布を均一化できる限り
、ずれていてもよい。投光手段の長手方向とフィルムのＸ軸方向との角度は、例えば、０
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～２０゜程度、通常、０～１０゜程度である。
【０１１０】
また、本発明の光散乱フィルムは、他の表示装置、例えば、反射型液晶表示装置やプロジ
ェクションテレビなどに利用することもできる。反射型液晶表示装置に適用する場合、光
散乱フィルムは、液晶を封入した液晶セルに対する光路（入射路、反射路など）を横断可
能に配設できる。例えば、前記図８の反射型液晶表示装置において、拡散板８３に本発明
の光散乱フィルムを配設してもよい。反射型液晶表示装置に光散乱フィルムを適用すると
、フィルムのＹ軸方向の光拡散性が大きく、Ｘ軸方向の光拡散性が小さいため、Ｘ軸方向
とＹ軸方向とで視野角が異なる特殊な反射型液晶表示装置を形成できる。また、光散乱フ
ィルムが指向性を有している場合、鮮明性が高く、表示指向性の高い表示装置を得ること
ができる。
【０１１１】
光散乱フィルムをプロジェクションテレビに利用する場合、光散乱フィルムをプロジェク
ションテレビのスクリーンを構成するレンチキュラーレンズとして使用できる。本発明の
光散乱フィルムを用いると、透明性と拡散光異方性が高いため、テレビの輝度を高くでき
る。また、光散乱フィルムの連続相樹脂に高融点樹脂を用いると、レンチキュラーレンズ
に高い耐熱性を付与できる。
【０１１２】
【発明の効果】
本発明の光散乱フィルムは、分散相粒子が特定の形状及び配向性を有しているため、光を
高い異方性で拡散できる。特に、特定の光散乱特性を有しているため、発光分布の異方性
（方向性）がある投光手段（管状の投光手段など）を用いても、輝度の低下を生じること
なく、発光分布を高い精度で均一化できる。また、フィルムに高い透明性を付与できる。
このため、この光散乱フィルムは表示装置、例えば、発光分布の異方性がある投光手段（
バックライトなど）を有する透過型液晶表示装置に有利に利用できる。また、反射型液晶
表示装置に適用した場合、表示データの鮮明性を維持でき、高い表示指向性を付与できる
。さらには、光散乱異方性や耐熱性に優れたレンチキュラーレンズとして使用できる。
【０１１３】
【実施例】
以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例によ
って限定されるものではない。
【０１１４】
なお、実施例及び比較例で得られたフィルムは、下記の方法に従って評価した。
【０１１５】
［異方性］
図１の測定装置を用いて、実施例及び比較例で得られたフィルムの一方の面にレーザー光
を照射し、透過光のうち、拡散角θに対する散乱光強度Ｆを測定した。なお、フィルムの
延伸方向（粒子状分散相の長軸方向）をＸ軸方向、この方向と直交する方向をＹ軸方向と
した。
【０１１６】
［均一性］
図４の透過型液晶表示装置において、拡散板４３に実施例及び比較例で得られたフィルム
を用い、発光面の均一性を下記の基準に従って評価した。前記フィルムは、Ｘ軸方向（分
散相粒子の長軸方向）が蛍光管の長手方向に平行するように配設した。なお、いずれのフ
ィルムを用いても、フィルムのＸ軸方向（分散相の長軸方向）が蛍光管の軸方向と直交す
るように配設した場合には、均一な画像表示を得ることができなかった。
【０１１７】
◎　発光面の均一性が非常に高い
○　発光面の均一性が高い
×　縞模様が観測された
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［指向性］
図８の反射型液晶表示装置の拡散板８３に、実施例及び比較例で得られたフィルムを用い
た。下記基準に従って、反射光の指向性を目視で評価した。
【０１１８】
◎　指向性が非常に高い
○　指向性が高い
×　指向性がない
［耐熱性］
プロジェクションテレビの光源を用い、実施例及び比較例で得られたフィルムに光照射し
た。光照射後のフィルムを目視で観察し、下記基準に従って評価した。
【０１１９】
◎　フィルムが変形しない
○　フィルムが変形するものの、光散乱の均一性が維持される
×　フィルムが変形し、光散乱が不均一になる
実施例１
連続相樹脂として結晶性ＰＰ（ポリプロピレン、グランドポリマー（株）製　Ｆ１３３，
屈折率１．５０３）９５重量部と、分散相樹脂としてＧＰＰＳ（汎用ポリスチレン系樹脂
、ダイセル化学工業（株）製　ＧＰＰＳ＃３０、屈折率１．５８９）５重量部を用いた。
なお、両樹脂の屈折率差は０．０８６である。
【０１２０】
前記連続相樹脂と分散相樹脂とを、７０℃で約４時間乾燥し、バンバリーミキサーで混練
した。混練物を押出機で約２４０℃で溶融し、Ｔダイからドロー比約３倍で、表面温度２
５℃の冷却ドラムに対して押出成形した（溶融製膜）。得られたフィルムの厚みは０．３
ｍｍであった。走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）によりフィルムを観察したところ、分散相は
、平均粒径約２μｍであった。
【０１２１】
このフィルムをロール間延伸（１５０℃、延伸倍率５倍）により１軸延伸することにより
、厚み０．０７ｍｍのフィルムを得た。ＳＥＭによりフィルムを観察したところ、分散相
は、長軸の平均長さ約３０μｍ、短軸の平均長さ約０．２５μｍの細長いフットボール型
形状を有していた。
【０１２２】
比較例１
連続相樹脂として低密度ＰＥ（ポリエチレン系樹脂、宇部興産（株）製　ＬＤＰＥＧ１０
９、屈折率１．５１）９５重量部と、分散相樹脂としてＧＰＰＳ（汎用ポリスチレン系樹
脂、ダイセル化学工業（株）製　ＧＰＰＳ＃３０、屈折率１．５８９）５重量部を用いた
。なお、両樹脂の屈折率差は０．０７９である。
【０１２３】
実施例１と同様にして溶融製膜することにより、厚み０．３ｍｍのフィルムを得た。ＳＥ
Ｍによりフィルムを観察したところ、分散相は、平均粒径約２μｍであった。
【０１２４】
このフィルムをロール間延伸（１００℃、延伸倍率４倍）で１軸延伸することにより、厚
み０．０８ｍｍのフィルムを得た。ＳＥＭによりフィルムを観察したところ、分散相は球
状であった。
【０１２５】
実施例２
連続相樹脂として結晶性ＰＰ（ポリプロピレン、グランドポリマー（株）製　Ｆ１３３、
屈折率１．５０３）９５重量部、分散相樹脂として非晶性コポリエステルＰＥＴ－Ｇ（ポ
リエステル系樹脂、EASTMAN CHEMICAL（株）製 Eastar PETG 6763、屈折率１．５６７）
４．６重量部、相容化剤としてエポキシ化ジエン系ブロック共重合体樹脂（ダイセル化学
工業（株）製　エポフレンドＡＴ２０２；スチレン／ブタジエン＝７０／３０（重量比）
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　エポキシ当量７５０、屈折率約１．５７）０．４重量部を用いた。なお、連続相樹脂と
分散相樹脂との屈折率差は０．０６４である。
【０１２６】
実施例１と同様にして溶融製膜することにより、厚み０．３ｍｍのフィルムを得た。ＳＥ
Ｍによりフィルムを観察したところ、分散相は、平均粒径約２μｍであった。また、相容
化剤が分散相のまわりに付着していた。
【０１２７】
実施例１と同様にしてロール延伸することにより、厚み０．０７ｍｍのフィルムを得た。
ＳＥＭによりフィルムを観察したところ、分散相は、長軸の平均長さ約４０μｍ、短軸の
平均長さ約０．２μｍの繊維状形状を有していた。
【０１２８】
実施例３
連続相樹脂として非晶性コポリエステルＰＥＴ－Ｇ（ポリエステル系樹脂、EASTMAN CHEM
ICAL（株）製 Eastar PETG 6763、屈折率１．５６７）６３重量部、分散相樹脂としてＧ
ＰＰＳ（汎用ポリスチレン系樹脂、ダイセル化学工業（株）製　ＧＰＰＳ＃３０、屈折率
１．５８９）３０重量部、相容化剤としてエポキシ化ジエン系ブロック共重合体樹脂（ダ
イセル化学工業（株）製　エポフレンドＡＴ２０２；スチレン／ブタジエン＝７０／３０
（重量比）　エポキシ当量７５０、屈折率約１．５７）７重量部を用いた。なお、連続相
樹脂と分散相樹脂との屈折率差は０．０２２である。
【０１２９】
ドロー比を約３０倍とする以外は、実施例１と同様にして溶融製膜することにより、厚み
０．０１ｍｍのフィルムを得た。ＳＥＭによりフィルムを観察したところ、分散相は、長
軸の平均長さ約２０μｍ、短軸の平均長さ約０．２μｍの細長いフットボール型形状であ
り、ドロー方向に並んで分散していた。また、相容化剤が分散相のまわりに付着していた
。
【０１３０】
実施例４
連続相樹脂として結晶性ＰＰ（ポリプロピレン、グランドポリマー（株）製　Ｆ１０９Ｂ
Ａ、屈折率１．５０３）６０重量部、分散相樹脂として非晶性コポリエステルＰＥＴ－Ｇ
（ポリエステル系樹脂、EASTMAN CHEMICAL（株）製 Easter PETG GN071、屈折率１．５６
７）３６重量部、相溶化剤としてエポキシ化ジエン系ブロック共重合体樹脂（ダイセル化
学工業（株）製　エポフレンドＡＴ２０２；スチレン／ブタジエン＝７０／３０（重量比
）　エポキシ当量７５０、屈折率約１．５７）４重量部を用いた。なお、連続相樹脂と分
散相樹脂との屈折率差は０．０６４である。
【０１３１】
連続相樹脂、分散相樹脂、及び相溶化剤を、７０℃で約４時間乾燥し、バンバリーミキサ
ーで混練した。混練物を押出機（単層用押出機）で約２４０℃で溶融し、Ｔダイからドロ
ー比約３倍で、表面温度２５℃の冷却ドラムに対して押し出した。得られたフィルムの厚
みは約０．２ｍｍ（２００μｍ）であった。ＳＥＭによりフィルムを観察したところ、分
散相は、実施例１の分散相と略同様の形状を有していた。
【０１３２】
このフィルムをロール圧延により一軸延伸し、厚み１００μｍのフィルムを得た。ロール
圧延は、温度１３０℃、延伸倍率（圧延比率）約２倍、厚み減少率（圧延前のフィルム厚
み／圧延後のフィルム厚み）＝約０．５、幅の減少率（１００－（圧延前のフィルム幅／
圧延後のフィルム幅）×１００）＝約３％で行った。ＳＥＭによりフィルムを観察したと
ころ、分散相は、長軸の平均長さ約３０μｍ、短軸の平均長さ約１．５μｍの非常に細長
い繊維状の形状を有していた。
【０１３３】
実施例及び比較例で得られたフィルムの異方性、均一性、指向性及び耐熱性について評価
した。結果を表１に示す。また、実施例１のフィルムの異方性を図３に示す。
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【０１３４】
【表１】

【０１３５】
表１及び図３から明らかなように、比較例に比べ、実施例のフィルムは、高い異方性を有
している。また、均一性、指向性及び耐熱性にも優れている。
【図面の簡単な説明】
【図１】図１は散乱光強度の測定方法を説明するための概略断面図である。
【図２】図２は本発明のフィルムの散乱光異方性を説明するための概念図である。
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【図３】図３は実施例１のフィルムの散乱光強度の測定結果を示すグラフである。
【図４】図４は透過型液晶表示装置の概略断面図である。
【図５】図５は透過型液晶表示装置に用いるバックライト部の概略断面図である。
【図６】図６は投光手段の概略斜視図である。
【図７】図７は図２のバックライト部の発光分布を説明するための概略断面図である。
【図８】図８は反射型液晶表示装置の概略断面図である。
【符号の説明】
１０、４３、５３、８３…光散乱フィルム
１１…分散相粒子

【図１】 【図２】

【図３】



(22) JP 4484330 B2 2010.6.16

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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